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わが国会計基準の国際的調和と f企業会計原則J

神森 智事

Hannonization of Japanese Standards of Aωounting with Intemational Standards 
of Aωounting and “Businωs Accounting Principles" by Finance Ministry of Japan 

Satoru Kamimoriホ

Nowadays， harmonization of Japanese standards of accounting with interna“ 

tional standards of accounting has been one of the most important subjects in 

J a panese business accoun ting . 

In response to this subject， some new standards of accounting had been issued 

or some formerly issued standards of accounting had been partially amended or 

replaced. 

However， no amendment or replacement had been made on the “Business 

Accounting Principles" by the Business Accounting Deliberation Council. 

Therefore， between the new standards of accounting based on international 

standards of accounting and the “Business Accounting Principles" two impoト

tant differences had appeared. One of which is the difference in methodology and 

the other is the difference in fundamental thought of accounting. 

80， the “Business Accounting Principles" must be entirely replaced or must be 

invalidated as fast as possible. And to choose the latter is my opinion. 
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最近のわが国会計碁準の国際化または国際的調

和化の動きの中にあって， r企業会計原則Jの存
在が，いささか違和感を感じさせるものとなって

きているのではないか，そして「企業会計原則J

に対してどのような態度をとるべきか，またはとっ

た方がよいのか.本稿においては，こうした問題

について，充分に認識されていることではあろう

が，筆者の拙い考えを，一部の重複を顧みず，

ねて述べさせて頂きたい(九

I 

ここ数年来，俗にいう「モノの経済Jから「カ
ネの経済J(2)への変貌にも対応した，わが同会計

基準の国際化のための新たな会計基準の設定およ

び既存の会計基準・原則の一部修正または大幅修

正が相次いで行われてきた(以下，これらを「新

たな会計基準Jと呼ばせて頂く)が，わが岡の会

計基準の根幹に鎮座していたともいえる「企業会
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計原則Jに対する，こうした「新たな余計基準J

との整合性の観点からする修正は，何らなされな

いままに推移してきた.この結果， r企業会計原
則Jが規定する個々の会計基準・原則の中には，

こうした「新たな会計基準Jと相違するもの，ま
た，相容れないものが存することとなったのは勿

論であるが，より重要であり，また，重大なこと

は，両者はその方法論において，また，問者の拠っ

て立つ基本的な会計思考において，問者の聞には，

大きく異なるものが存することとなったとみられ

ることである.

そして，今や，世をあげて「新たな会計基準」

に専らの関心が向けられているところからすれば，

「企業会計原則Jは，いい過ぎといわれるかも知

れないが，学校で使われる会計または会計学の教

科替や会計士等の試験問題の一部においてのみ，

かろうじて，その権威を保持している会計基準・

原則と化し，または，臨しているようにすらみえ

るのであって，会計実務の世界にあっては，次第

に，また，かなり影の薄いものとなりつつある，

または，なってしまったように思われてならない.

このことは，両者が同一の設定主体によるもので

あるだけに，一層，気になるところではある.

H 

一つの事柄に関して，内容を異にするこつの規

定のあるときは，新しい規定によって徒前の規定

が修正されたものとして取り扱われるのは，法文

の解釈における常識ではあるが，会計教育の現場

にあっては，説明する側にとっても，また，学習

する側にあっても，著しく不便であり，甚だ手聞

がかかる (3)

しかし，こうした教育の現場における不便や手

聞は，単なる技術的な問題にすぎない.時聞を貰

えさえすれば，また，時間を与えさえすれば，解

決できることだからである.問題は，上に指摘し

たように，両者が，その方法論を異にするもので

あり，そしてまた，基本的に異質な余計思考に立

つものである，というところにあると思う.

すなわち，まず.r企業会計原則Jは，その制
定時の前文にもあるように 「企業会計の実務の

中に慣習として発達したもののなかから，一般に

公正妥当と認められたところを要約したもの」で

あって，実務から帰納的に形成されたものとされ

ている.たしかに，会計のルールは，そのルーツ

を遡って尋ねれば，実務のなかから帰納的に形成

されてきたものであることは否定しえない事実で

あるといえよう.ぞれは，メイの名著の替葉「会

計上のルールが論理よりも経験の産物であること

は法体以上のものがあるJにみられる通りでであ

るべ…ただ，制定時の前文における「企業会計

牒則Jに対するこのような性格付けに関しては，
たとえば，低価基準を任意のルールとしたことに

みられるように，その当初より，疑問符を附すべ

きもの，つまり，帰納的ルールとは雷い難く.r:寅

緯的方法が使われているのではないか，と思われ

るところがあったしへまた.r企業会計原則J
が執念をもって課題としてきた商法・税法との調

整のための修正の過桂で，時価が著しく低下した

場合の評価額引き下げの強制のル}ルにみられる

ように，商法のもつ理念から演縛したル…ルを導

入せぢるをえなかったところがあってへその結

果， r企業会計原則」は，必ずしも「実務の中に
慣習として発達したもののなかからJ帰納的に形

成されたものという 制定時に前文において示さ

れていた性格を完全には，また，純粋には，維持

しえなくなってきたといえるところがあるように

みえるのである.

しかし，今日， r企業会計原則Jが全体として
問題にされる場合には，そのもつ「個々の原則を

演縛するための恭礎概念の不在Jまたは概念フレー

ムワークの欠如ないしは不備が指摘されるといっ

た，全面的な演緯的方法を前提にした上での意見

ないし批判がしばしば開陳されてきた(ぺこれは，

1930年代後半のAAA余計原則にル}ツをもちぺ

1960年代の初めから，急速に顕著なものとなって，

学界・実務界の支持を拡大して行った余計碁準の

設定方法における演締法に従ったスタンスとみる

ことができょう.



神森

FASBの概念ステートメント (9)は演緯的会計基

準の基礎を目指したものであったが，旧 IASCも

これに追随しており これら わが間余計基準の

国際的調和の相手方と認識されている会計ルール

を設定するさいの基本的方法は演緯法である.こ

れに対して「企業会計原則Jは，上述のように，

その一部のルールに演縛的方法によったものを含

んでいるとはいえ，もともとの性格からすれば，

また，少なくとも，そのもつ具体的余計基準の多

くは，帰納的方法に基づくものといえるであろう.

それは「新たな会計碁準」を設定する方法論とは

異質のものであり，会計基準としての性格を異に

するものなのである.

また， I企業会計原則Jの拠って立つ会計思考
は，いわゆる動態論にあり，損説法による損議計

算を基本とし， したがって，費用・収主義アブ口ー

チに依っている.これに対し， I新たな会計基準J

は，財産法による損益計算を基本として，資産・

負債アプロ…チに依っており，したがって，ひと

つの静態論をなすものである，ということができ

る凧両者は，その拠って立つ余計思考を異にし

ている，といわねばならない.

E 

このように， I企業会計原則Jと「新たな余計

基準Jとは，それが設定されるときの方法論およ

びその拠って立つ会計思考という，碁本的な点で

ヘト口ジーニアスな性格のものとなっている.前

者は[モノの経済Jを背景にもった会計基準・原

則であり，後者は「カネの経済Jが求める会計基

準である，という認識も成り立つがへこうした

観点からしても，両者のもつ性格の隔りは明瞭で

あるといえよう.

たしかに， r企業会計原則Jの個々の規定につ
いて見る時には，必ずしもそうではないように見

える部分もないではないが，これを全体として見

るときは，異質な体質のものとなっていという感

を否定することができないように思うのである.

「企業会計原則Jについて，その一般原則，損議

矢口
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計算書原則，貸借対照表原則を「情報のフレ…ム

ワ…クJに関する原則と「計算のブレ…ムワ…クJ

に関する原則に整理するとかω，r企業会計原則J
を資産・負債アプローチに改める必要があるωと

いった権威ある大幅改訂論が唱えられているとと

もに「お葬式を出したら」という有力な意見が表

明されたこともあるω.蓋し宜なるかなである.

この点について，私は， r企業会計原則Jはす
でに脳死状態にあり 可及的連やかに失効宣言が

なされて然るべきであると考えている同.しかし，

「企業会計原則Jは，第2次世界大戦後のわが閣

の制度会計を導いてきた守り神であるとともに，

その歴史の証人でもある.六法全書に旧憲法(大

日本帝国憲法)を収録するものがあり，また，旧

商法(明治23年商法)を掲載するものがあったが，

それらと同様に，会計基準・原則等の規定集には，

n日企業会計原則Jとして，制定時およびその後
の各修正時の規定の収録を続けて頂ければと希求

している.r企業会計原則Jの，戦後のわが国制
度会計の歴史的変遷の中における存在意義は不滅

のものと思うからである.

なお，筆者は，以上の議論の中では全く触れな

かったことではあるが， I企業会計原則Jの考え
方を敷桁説明したいくつかの「意見書Jについて

も， r企業会計原則Jに対すると同様，併せて失
効宣言がなされて然るべきであると思う.その後

の取扱についても同様である.このほど新たに発

足した「企業会計基準委員会」においては，粛藤

委員長のお考えとして「現存する会計基準の棚卸」

を「概念フレームワークの検討Jとともに，取り
上げたいプロジェクトとして示されているωが，

棚卸しの結果に期待したい.

「企業会計原則jへの対応を考える場合の選択

枝のーっとして，大幅な改訂論がある.それは

「新たな会計基準」との調和ないし統ーを考える

ものかも知れないが一一一つの比開設を用いた話し

をすると一一損益法，費用・収益アプ口一チそし

て動態論の血液型をもった「企業会計原則」に対

して，財産法，資産・負債ブローチ，したがって，

いわば新しい動態論の凪液型をもった「新たな会
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計基準Jを輸血しようとしても，拒絶反応、を起こ

すこと必定ではなかろうか.つまり; r企業会計
原則Jと「新たな会計基準Jとは，もはや調和と

か統ーといった次冗では考えられない程度にまで

異質なものとなっており，したがって，改訂論に

は疑問をもっということである.仮に;r企業会
計原則Jを改訂するということになると，当然，

全面改訂ということになり，改訂後の「企業会計

原則Jは，既存の「企業会計原則Jとは全く異なっ
た，元の形を留めない別物になってしまうのでは

ないかと考えるからである.r企業会計原則」は，
いまの姿のままでミイラ化して博物館に収めると

いう対応こそ，わが国戦後の企業会計の歴史を残

し，また，その果たした功績に報いるという意味

においても，ベタ}な選択であるように思うので

ある.

W 

そして，同時に，会計諸基準を演縛する基礎概

念ないし概念フレ…ムワ…クに係る意見書を設定

すれば，棚卸資産，固定資産，繰延資産，引当金，

資本取引などに係る個々の余計基準については，

現在採っているピースミール方式を続けていけば

よいのではない考えている.また，この，基礎概

念ないし概念ブレームワークの設定にさいしては，

形としては，かつての旧 IASCのブレ…ムワーク

ωやFASBフレ…ムワ…クの概念ωが参考となる

ように考えるものである.

いま，前者について，本文の見出しによってそ

の骨子をみると，つぎのとおりである.

序説

財務諸表の目的

基礎となる前提…ここでは，発生主義と継続企

業の二つをあげている.

財務諸表の質的特徴…理解可能性，目的適合性，

信頼性，比較可能性，目的に適合し信頼性あ

る情報に関する制約 真実かっ公正な概観/

適正表示 があげられている.

財務諸表の構成要素…財政状態，資産，負債，

持分，業績，収益，費用，資本維持修正 を

示している.

財務諸表の構成要素の認識・・・将来の経済的便益

に係る確率，測定の信頼性，資産の認識，負

債の認識，収益の認識，費用の認識について

述べている.

財務諸表の構成要素の測定

資本および資本維持の概念

また，後者について，同様に，その骨子を見出

し項目によってみると つぎのとおりである.

財務報告の目的…コンセブト・ステ}トメント

第1号と第4号を概観したもの.

会計情報の質的特徴…同じく第2号を概観した

もの.

財務諸表の構成要素…同じく第3号と第6号と

を概観したもの.

認識および測定…同じく第6号を概観したもの.

問者とも，おおむね似たような構成をとってい

るところからして，また，現在，進行中の囲内会

計基準との調和化の相手方が旧 IASCないし

IASBおよびFASBの会計基準であることを考え

れば，わが国において，会計諸基準を演縛する基

礎概念ないし概念フレームワークを設定すること

になれば，これらのものが強い影響力をもつこと

になる，また，強い影響力をもつことにならざる

をえないものと思われるのである.これらのもの

が参考になるであろうと考える所似である.

述

(1) この問題については 鰻者は，かつて，つぎの

拙稿において取り上げたことがある.

rr企業会計原則jへの対応J企業会計 第53巻
第1号 (2001年1月号)

rr企業会計原則j失効論J東亜大学経営学部紀
要第14号 (2001年3月)

(2) 武田隆二教授は「モノの経消Jrカネの経済Jを

ー



神森

「プロダクト型市場経済JIファイナンス型市場

経済Jと呼んでおられる(I会計学認識の恭点J

企業会計第53巻第l号 (2001年1月号)p.4). 

(3) 安藤英義教授も. I企業会計原則」の会計教育

におよほす不便についてたびたび指摘しておられ

る.たとえば.rr企業会計原則j見直しの急務J
産業経理第58巻第2号 (1998年7月)p.l. I企

業財務制度研究会『概念フレ…ムワ…クに関する

調査jの取組みを終えてJJICPAジャーナル

第13巻第10号 (2001年10月号)p.5を参照.

また，中村忠教捜も，同梯な指摘をされてい

る.I企業会計器準委員会の発足j産業経理 第

61巻第3号 (2001年10月)p.3 

(4) G.O.May; Financial Accounting， A Distilω 

lation of Experiences 1943， Forword 木村重

義教授訳「財務会計J1957.原著序文

(5) 低価恭準は「企業会計の実務の中に慣習として

発達しJ定精した棚卸資産等に係る原則的評価基

準であり.I企業会計原則jがモデルとした SHM

会計原則も，これを原則的ル…ルとしている (A

AA版 p.115).にもかかわらず.I企業会計原則J

が低価基準をもって任意ないし例外的ル}ルとし

たのは，低価基準による評価損は「努力と成果の

対応計算jという観点から問題があるとし，取得

原価基準こそが合理的な費用収益対応計算をもた

らすとするペ一トン・リトルトンの考え方

(Introduction p.81)にみられる演縛的理解を採

り入れたためとみることができょう.

なお.I企業会計原則Jにおける低価基準につ

いては，一般原則の六に示す保守主義の原則との

関連からしでも，これを例外的ルールとしている

ことには整合性がなく焼問があると替わなければ

なるまい.また.I企業会計原則Jにも，個々の

余計基準を演縛する碁礎概念ないしフレームワー

クが存在するとする見方があるが， このような見

方からしでも，基礎概念のーっとして認識できる

保守主義の原則から演縛して，低価基携を原則的

ルールとすべきが査当であった，と言うことがで

きょう.

ついでながら，保守主義の原則については，
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FASBも!日IASC(その Frameworkfor the 

Preparation and Presentation of Financial 

Statementsにおいては，慎重性 (prudence) と

呼ばれている)も，基礎概念のーっとして訴して

おり，これとコンシステントな会計基準は「原則

的ルールとしての低価恭準Jとなるはずである.

(6) 時価が著しく下落した場合の評価額の引き下げ

を強制するル…ルは，昭和38年修正時において

「商法が強行法規たることに鑑み企業会計原則を

修正」して設けられたものである.それは，商法

のもつ債権者保護思考から演縛されたルールに他

ならない，いうことができょう.この規定は，取

得原価主義を導入した昭和37年改正のさい，新た

に設けられた商法第285条ノ 2第 l項但し審きに

根源を有するものであるが，昭和初年修正におい

ては，商法の規定する文書と一致せず，昭和49年

の修正のさい再修正されて 商法の規定と一致す

るに至ったという経緯がある.

同様なことは，税法との調整の過殺においても

見られた.たとえば. I企業会計原則Jは，当初

から，未収収益を計上しないことをもって「健全

なる会計慣行Jと唱え(税法と企業会計原則との

調整に関する意見番〔昭和27年〕各論第一・一). 

益金とする税法と対立していたが，昭和38年の半

ば歩みよる修正を経て，昭和49年の修正において

税法と一致させることになった.税法としては，

一方の取引当事者において未払費用の損金算入を

認めるのであれば，他方の取引当事者においては，

前者と同一年度において益金計上すべきである，

という一種のコンシステンシィを重視しているよ

うである. (会計にあっても，連結会社相互間取

引については同様のことが替えよう.)これは，広

い意味での課税公平の概念に合まれるとも雷える

ように思う.昭和49年の「企業会計原則Jの修正

は，こうした税法の考え方を未収収益計上という

具体的会計基準の基礎概念として受入れたものか

と解することができるであろう.

(7) 学会レベルの研究としては，日本会計研究学会

の1986---87年度特別委員会(委員長 故新井清光

教授)の報告書である「企業会計原則と商法計算
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規定Jおよび1993-94年度特別委員会(養員長

安藤英義教授)の報告書である「余計フレ…ムワー

クと会計恭準Jがある.

(8) 減縛的余計原則は，故岩田巌教授が「一般に

認められるべき会計原則J(Accounting Prin欄

ciples to be generally acceptable)と言われた

1930年代からの AAAの余計原則にそのル…ツが

ある (r余計原則と監査基準J1955， p.120). 

(9) FASB; Statements of Accounting Concepts 

No.1-7 平松・広瀬両教授訳 fFASB財務会計

の諸概念(改訳新版)Jなお，これらのうち， No. 

1-6を概観したものに， R.K.Storey/S.Sωrey; 

The Fremework of Financial Accounting 

Concepts and Standardsがあり， 1997年に，

FASBのSpecialReportとして刊行されている.

企業財務制度研究会訳「財務会計の概念およぴ基

準のフレ…ムワークJ2001 

。0) 森田哲輔教授によると 資産・負債アプローチ
は，故岩田教授の雷われる財産法による損益計算

と同一の面をもっている とされている(編著

「簿記と企業会計の新展開J2000， ppl1-12). 

ω武田隆ニ教授は，前掲の論文において， rプロ
ダクト遡市場経済Jから「ファイナンス型市場経

済」への変化に対応して会計理論が変化せざるを

えないことについて， ご指摘になっている (p.5

-6). 

同じような意見は， FASBのコンセプト・ステー

トメント第 1号にも見られる.日く「財務報告の

目的は不変のものではない.それは，財務報告の

行われる経済的，法律的，社会的な環境によって

影響をうけるJ と (Objectives of Financial 

Reporting by Business Enterprises，Highlights 

平松・広瀬両教授 rFASB財務会計の諸概念(改

訳新版)Jp. 6 ). 

ω 前掲「会計ブレームワ]クと会計基準J7 (日
本における概念的プレームワークと余計碁準のあ

り方)3…安藤英義教授細箸「会計フレームワー

クと余計基準J所収p.100

なお， r企業会計原則Jの…般原則は「会計公
準や概念フレ}ムワークと共通性をもっているJ

との見方もある(高田正淳教授執筆「一般原則J
第五版会計学辞典 2001) 

(13) 前掲安藤教授稿 rr企業会計原則j見直しの急
務J

(14)鹿談会「企業会計制度の回顧と展望J企業会計

第51場第2号(1999年2月号)p.72 江村教授の

発替

帥前掲拙稿 rr企業会計原則Jへの対応、Jp.81 
および川企業会計原則j失効論Jp.12 

(16) rインタピュ… 掛藤静樹委員長に聞く 企業
会計基準委員会の役割と今後」企業会計 第53巻

第10号 (2001年10月号)p.64 

(17) IASC (Former) ;Framework for the Prepa-

ration and Presentation of Financial State-

ments 1989 日本公認会計士協会間際委員会訳

「困際会計基準審2001Jp.19以下

(1~ 前掲の FASB Special Report; The Frame-

work of Financial Accounting Concepts and 

Standards 1997 


